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1　緒　言
抵抗溶接とは，被溶接材の接合部に直接大電流を流
し，抵抗発熱を利用して接合部を溶融または高温加熱
し，同時に加圧して接合する方法である。抵抗溶接は一
般に，作業速度が速いため大量生産が可能，作業条件因
子が電気的に制御できるため機械化・自動化が容易，溶
融部および熱影響部が小さくアーク溶接に比べて溶接変
形の小さい溶接が可能といった利点がある1）。
しかし抵抗溶接は現在，スポット溶接による薄板同士
の接合には多く適用されているが，機械部品・配管等で
需要が高い，管材と板材といった互いに形状が異なる部
材同士の接合への適用は少ない。なぜなら，抵抗溶接で
は抵抗発熱を利用して被溶接材の温度を上昇させると同
時に，水冷銅電極による被溶接材の冷却が起こっている
関係上，管材と板材の接合では界面付近で両部材の温度
上昇が異なり，板材の温度が上昇しにくいためである。
また，管材の長さや溶接条件によっては，抵抗発熱によ
り加熱されて軟化した管材が電極加圧により潰れてしま
う，接合界面が円周全体にわたって均一に溶融しないと
いった問題もある。そのため，管材と板材を抵抗溶接す
る場合にはプロジェクション溶接を用いるのが一般的で
あるが，電極を工具として使用する関係で高精度かつ高
剛性な加圧機構部が必要であり，溶接部にあらかじめか
なり高い精度の突起を作っておく必要がある1）といった
欠点もあるため，管材と板材をスポット溶接のように簡

便に接合できることが
望ましい。
そこで，管材端部に
面取りのような簡単な
機械加工を施し，熱伝
導の良い板材側の電極
径を小さくして電流密
度を大きくした上で2），
0.1s程度の極短時間の

み通電加熱すれば，管材板材の抵抗溶接における上記の
ような問題が解決できるのではないかと考えた。よっ
て，本研究ではこのときの管材と板材の抵抗溶接におけ
る最適条件について検討した。

2　実験方法
供試材として，管材，板材ともに電気抵抗率の大きい
オーステナイト系ステンレス鋼SUS304を使用した。管
材の寸法は外径８mm，肉厚１mm，長さ４，６，８mm，
板材の寸法は30×30×1.5mmとし，管材端部の内側およ
び外側にはC0.45の面取りを施したものを用意した。
実験装置として，定置式単相交流抵抗スポット溶接機
を使用し，空気加圧により管材と板材を定電流制御で溶
接した。図１に示すように，φ16のF型銅電極を管材側
の上部電極として，それの端面をφ８に旋削したものを
板材側の下部電極として使用した。各管材長さにおい
て，初期加圧力１～４kN，設定電流５～9.9kA，通電時
間３cycle（50ms）として溶接を行った。

3　実験結果および考察
本実験で用いた溶接機は，設定電流が同一であって
も，溶接中の電流が溶接条件により変化した。例えば，
図２（a）に示すように，管材長さのみを増加させた場
合は電流値が減少している。一方，図２（b）に示すよ
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図１　F型電極による溶接の概略図 図２　溶接条件が溶接電流に及ぼす影響

（a�）管材長さを変化させた場合
（設定電流９kA，初期加圧力
２kN）

（b�）初期加圧力を変化させた
場合（設定電流９kA，管材
長さ４mm）
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うに，初期加圧力の
みを増加させた場合
は電流値が増大して
いる。実験には定電
流制御の溶接機を用
いているが，溶接部
材の電気抵抗値の影
響を受けて溶接電流
値が変化している。
このような溶接電源
の外部特性について
は，今後検討を要す
る。そこで，以下では
通電開始から通電終了
までの電流の絶対値を
平均した値を平均電流
として用いる。

図３に管材長さ４
mmのときの接合可否
を示す。接合可能な条
件については，管材の

圧縮変形量で区別している。管材の圧縮変形量が0.45mm
以下の場合は，管材の面取り部分のみが圧縮変形したと
して○印で示す。一方，それが0.45mm以上の場合は，
管材の面取り部分以外でも圧縮変形が生じたとして□印
で示す。
中塗りプロットで示す接合不可の条件は，低電流高加
圧力の領域で見られた。これは，低電流ではジュール発
熱が少ない上，高加圧による接触抵抗の減少により発熱
量がさらに小さくなるためだと考えられる。また，管材
の圧縮変形は高電流高加圧力の領域で大きくなってい
る。これは，管材の温度上昇および管材に負荷される力
から，当然な結果と考えられる。一方，低加圧力側では
管材の圧縮変形が小さく，接合可能な範囲が広がってい
る。これは，加圧力を低下させると管材―板材間の接触
抵抗が増加し，接触部での発熱が増大するためだと考え

られる。なお，以上の傾

向は他の管材長さにおいても同様であった。
図４に，管材の圧縮変形量が0.45mm以下であり，実
験範囲でもっとも高電流，かつ，低加圧力の条件で溶接
した試験片の断面写真を示す。管材と板材との境界が確
認でき，溶融部が形成されていないことが分かった。ま
た，継手のせん断試験を行った結果，図４で示す条件で
最大の継手強度となったが，継手効率は12％程度と低
かった。

4　まとめと今後の展望
以上より，管材と板材との抵抗溶接において，管材の
圧縮変形を抑制しつつ，管材－板材間の接触抵抗を有効
利用することができるため，低加圧力の条件が適してい
ることが分かった。しかし，溶接電源の外部特性の影響
もあるためか，管材および板材の両方が溶融する条件は
確認されなかった。
そこで，両者の溶融を実現させるためには，管材を変
形させない程度に電極に強く固定することで電極－管材
間の接触抵抗を極力低減し，管材－板材間に限って接触
抵抗を増大させるために低加圧力で溶接することが望ま
しいと考え，図５に示すような電極を銅材で試作した。
図中の上部電極は管材を包み込むようにして強く固定す
る形状となっており，図１とは異なり，上部電極－管材
間の加圧力を管材－板材間のそれとは独立とし，後者の
みの加圧力を任意に設定可能とした。
この電極を用いて溶接した継手の断面マクロの例を図

６（a）に示す。同図の界面付近を拡大して観察すると，
図６（b）のように溶接金属の一部が消失した箇所もあっ
たが，図６（c）のように管材と板材が溶融した箇所も
確認され，両者を溶融させることができた。
今後は，この電極を用いた際の溶接現象について検討
し，適正な溶接条件についてさらに明らかにしていく。
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図３　管材長さ４mmにおける接合可否

図４�　管材－板材境界付近の溶接部
断面（管材長さ４mm，平均電
流5.3kA，初期加圧力１kN）

図５�　試作電極による溶接の概略図 図６　試作電極による溶接部断面（突出し長さ２mm，設定電流9.9kA，初期加圧力１kN）


